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「経済財政運営と改革の基本方針2021」（労働関係施策抜粋）令和3年6月18日閣議決定

官民挙げたデジタル化の加速（第２章）
●デジタル人材の育成（Ｐ12）
・職業訓練と教育訓練給付におけるデジタル関連プログラムの拡充

日本全体を元気にする活力ある地方創り（第２章）
●賃上げを通じた経済の底上げ（Ｐ13,14）
・感染症の影響を受けて厳しい業況の企業に配慮しつつ、中小企業の生
産性向上支援等に一層取り組みつつ、最低賃金について、感染症拡
大前に我が国で引き上げてきた実績を踏まえて、より早期に全国加重平
均1,000円とすることを目指し、本年の引上げに取り組む。

●子供を産み育てやすい社会の実現（Ｐ17,18）
・雇用環境の改善（賃上げ、正規・非正規の格差是正）

少子化の克服、子供を産み育てやすい社会の実現（第２章）

･非正規雇用の処遇改善推進、非正規雇用の正規化支援

経済好循環の加速・拡大（第１章）
●雇用と生活への支援（Ｐ6）
・在籍型出向を支援する助成の活用促進やマッチング支援の強化
・感染症の影響による離職者のトライアル雇用への助成
・介護・障害福祉等の人手不足分野への円滑な労働移動
・セーフティネットとしての求職者向け支援の推進
・働きながら学べる環境の整備の推進
・リカレント教育等の人的投資支援の推進

・生活困窮者への、生活を下支えする重層的なセーフティーネット支援
・職業訓練の強化等を通じた自立支援（デジタル分野のスキル習得）
・雇用保険について、適切に施策を講じ、セーフティネット機能を十分に発
揮できるよう、その財政運営の在り方を検討
・雇用調整助成金の特例措置等について、引き続き、感染が拡大してい
る地域・特に業況が厳しい企業に配慮しつつ、雇用情勢を見極めながら
段階的に縮減

・改正育児介護休業法の円滑な施行（育児休業の取得促進）

女性の活躍、若者の活躍（第２章）

●若者の活躍（Ｐ21）
・ジョブ型雇用の推進などによる多様な働き方の実現

●女性の活躍（Ｐ20,21）
・コロナ禍で大きな影響を受けている女性への支援（ひとり親に対する職
業訓練の推進、フェムテックの推進、妊産婦や困難を抱える女性への支
援等）

・女性の登用･採用拡大を含めた政策・方針決定過程への女性の参
画拡大
・非正規雇用労働者の待遇改善、女性の正規化への重点的な支援
・男性の育児休業取得促進
・公的職業訓練やリカレント教育の強化（デジタル化等の産業構造
変革に対応できる人材や、その変革をリードする人材の育成）
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セーフティネット強化、孤独・孤立対策等（第２章）

・求職者支援制度の特例措置や高等職業訓練促進給付金について、更
なる拡充も見据え、その成果や課題を検証の上で、財源の在り方を含め
て見直し
・トライアル雇用の受入企業支援に係る課題等を検証し改善を検討
・非正規雇用労働者やフリーランス等のセーフティネット
✓生活困窮者自立支援制度や空き家等を活用した住宅支援の強化
等による住まいのセーフティネットの強化を含め在り方の検討

✓被用者保険の適用拡大、労災保険の特別加入拡大の着実な推進

●共助社会づくり（Ｐ22,23）
・労働者協同組合法の円滑な施行
・性的指向、性自認に関する正しい理解促進及び社会全体が多様性を
受け入れる環境づくり
・医療的ケア児を含む障害児に対する支援や障害者の就労支援、難聴
対策等を着実に推進

●就職氷河期世代への支援（Ｐ23）
・令和３年度内に市町村プラットフォームを設置・運営
・新卒応援ハローワークにおける相談支援の強力な推進

●求職者支援制度等のセーフティネットの強化（Ｐ21,22）
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多様な働き方の実現に向けた働き方改革の実践、リカレント教育の充実（第２章）
●フェーズⅡの働き方改革、企業組織の変革（Ｐ23,24）
・テレワークのワンストップ相談窓口の設置、企業における導入支援等
・ジョブ型正社員の更なる普及・促進に向けた、雇用ルール明確化や支援
・裁量労働制について、実態を調査の上、制度の在り方を検討
・兼業・副業の普及・促進に向けたガイドラインの周知
・選択的週休３日制度の好事例の収集・提供
・フリーランスガイドラインを踏まえた、関係法令の適切な適用等
・公的職業訓練の在職者の訓練の推進、教育訓練休暇の導入促進
・民間求人メディア等について、マッチング機能の質を高めるためのルール整
備やハローワークとの情報共有の仕組みを構築
・雇用保険の業務データ等を用いて公共職業訓練等の効果分析

●リカレント教育等人材育成の抜本強化（Ｐ24,25）
・財源の在り方も含めて検討し、リカレント教育を抜本的に強化
・労働市場のニーズによりマッチする見直し等による教育訓練給付の活用
推進
・企業や訓練機関の教育訓練で、プログラムを柔軟化・多様化
・非正規の離職者等が市場ニーズにあった技能を身に付け再就職できるよ
う、求職者支援制度や高等職業訓練促進給付金を不断に見直す

成長力強化に向けた対日直接投資の推進、外国人材の受入れ・共生（第２章）
●外国人材の受入れ・共生（Ｐ28）
・「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」の施策を着実に実施
・特定技能制度について、制度の在り方に関する見直しの検討


